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（１）大学改革等によるイノベーション・エコシステムの創出 

 

〇目指すべき将来像 

・大学や国研が産学官を交えた知識集約型産業の中核となるイノベーション・エコシス

テムが全国各地に構築 

＜経営環境の改善＞ 

・ガバナンスが強化され、公的資金のみならず、戦略的な経営、産学連携等により民間

資金や寄付金が拡大し、教育研究や人材に投資できる資金が拡大 

＜人材流動性・若手等活躍＞ 

・大学全体として、研究者の流動性と魅力的な処遇が確保され、若手・女性・外国人な

どの多様で優れた人材が大学の特色を創り出すことができるよう、バランスの取れた

人事配置が実現 

＜研究生産性の向上＞ 

・競争性を担保した上で、優秀な若手研究者には挑戦機会を増やすとともに、年齢にと

らわれない適材適所の配置と新たな領域を更に発展させられる支援の仕組みが整備 

＜ボーダレスな挑戦（国際化、大型産学連携）＞ 

・国際的な頭脳循環の中で研究者の流動性が高まるとともに、本格的な産学連携を進め

るマネジメント体制が整備 

 

〇目標 

＜経営環境の改善＞ 

戦略的な大学経営のために多様な見識を活用できる体制の構築に向けて、 

・2023 年度までに研究大学68における外部理事を複数登用する法人数を 2017 年度の

水準から倍増69 

民間資金・寄付金など外部資金を拡大できる経営基盤の形成に向けて、 

・2025年度までに大学・国研等に対する企業の投資額を 2014年度の水準の３倍70 

＜人材流動性・若手等活躍＞ 

若手研究者の活躍できる年齢構成の実現に向けて、 

・2020年度までに 40歳未満の大学本務教員71の数を 2013年水準72から１割増加73 

・2023年度までに研究大学の 40歳未満の本務教員割合を３割以上74 

＜研究生産性の向上＞ 

主要国並みの研究生産性の実現に向けて、 

                                                   
68 国立大学法人の第三期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の重点支援において、重点支援③（卓越し
た教育研究型）にあたる 16の国立大学（北海道大学、東北大学、筑波大学、千葉大学、東京大学、東京農工大学、東
京工業大学、一橋大学、金沢大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、九州大学）。 

69 2017年度実績：31％。 
70 「日本再興戦略 2016-第４次産業革命に向けて-」（2016 年６月閣議決定）で設定。大学・国研等における企業負担
研究開発費（2014 年度）：日本 1,151 億円（対ＧＤＰ比 0.02％）（総務省「平成 27 年科学技術研究調査」（2015 年 12
月））、ドイツ 4,848億円（対ＧＤＰ比 0.12％）、米国 3,826億円（対ＧＤＰ比 0.02％）、中国 11,652億円（対ＧＤＰ比
0.11％）（ＯＥＣＤ「Gross domestic expenditure on R-D by sector of performance and source of funds」）。 

71 常勤で勤務している教員（任期付教員を含む）。 
72 2013年水準：約 4.4万人（約 25％）（文部科学省「学校教員統計調査」（2015年３月））。 
73 第５期基本計画で設定。高等教育レベルにおける若手（40歳未満）教員の割合（2014年）：イギリス 29％、フラン
ス 29％、中国 45％、ドイツ 55％（ＮＩＳＴＥＰ「科学技術指標 2017」（2017年８月））。 

74 40歳未満の本務教員割合（2017年度）：約 27％（約 8,900人）（文部科学省調べ）。 

統合イノベーション戦略（平成 30年６月 30日閣議決定）（抄） 

第３章 知の創造 
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・2020年度までに総論文数を増やしつつ、総論文数に占める Top10％補正論文数の割

合を 10％以上75 

・2023年までに研究大学の教員一人当たりの論文数・総論文数を増やしつつ、総論文

数に占める Top10%補正論文数の割合を 12％以上76 

研究費を獲得できる若手研究者の割合の増加に向けて、 

・2023年度までに科研費における採択件数に占める若手研究者の比率が、応募件数に

占める若手研究者の比率を 10ポイント以上上回る77 

研究環境の充実による若手研究者の活躍機会の創設に向けて、 

・2023年度までにサイエンスマップ参画領域数の伸び率が世界全体の伸び率を凌駕
りょうが

78 

・2023年度までに助教の職務活動時間に占める研究時間の割合を５割以上79確保80 

＜ボーダレスな挑戦（国際化、大型産学連携）＞ 

研究者や大学の国際化に向けて、 

・2023 年度までに国際化を徹底して進める大学81において分野の特性に応じて外国大

学で博士号を取得し、研究・教育活動の経験を有する日本人教員数を 2017 年度水

準の３割増82（ジョイント・ディグリー、ダブル・ディグリー等も活用促進） 

・2023年度までに英語による授業のみで修了できる研究科数 300以上83 

・2023年度までに Top10％補正論文数における国際共著論文数の増加率を欧米程度84 

博士号取得者が活躍できる環境の整備に向けて、 

・2023年度までに産業界による理工系博士号取得者の採用 2,000人以上85 

 

（参考：ランキング） 

・2023 年度までに世界大学ランキングトップ 100 に 10 校以上を入れる86。指定国立大

学については世界大学ランキング 100位内を目指す。また、研究大学は各々の強み・

特色を生かして分野別ランキングの向上を目指す。 

                                                   
75 第５期基本計画で設定。2013-2015年の平均値より算出（整数カウント）：日本 8.5％、中国 10.6％、ドイツ 15.1％、
米国 15.2％、イギリス 17.0％（ＮＩＳＴＥＰ「科学研究のベンチマーキング 2017」（2017年８月））。 

76 2011-2013 年の平均値より算出（整数カウント）：10.3％（ＮＩＳＴＥＰ「研究論文に着目した日本の大学ベンチマ
ーキング 2015」（2015年 12月）と同様のデータベースを用い、ＮＩＳＴＥＰが集計）。 

77 若手研究者を中心とした種目への重点化等を通じて採択件数を増やすことで、採択件数に占める若手研究者の割合
を増やす。 

78 2004 年から 2014 年のサイエンスマップ参画領域数伸び率：世界全体 1.3 倍、日本 1.1 倍、米国 1.3 倍、イギリス
1.5倍、ドイツ 1.4倍、中国 3.2倍（ＮＩＳＴＥＰ「サイエンスマップ 2014」（2016年９月）を基に内閣府（科技）に
おいて算出）。 

79 2012 年度の研究時間割合：40.8％（文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（2014 年３
月））。 

80 研究支援人材の質・量の充実や若手研究者への研究支援、研究費の使い勝手の改善等により達成。 
81 我が国の高等教育の国際通用性と国際競争力の向上を図るため、文部科学省が「スーパーグローバル大学創成支援
事業」で支援している大学のうちタイプＡ採択校（13校）。 

82 2017年度実績：1,331人（文部科学省調べ）。 
83 2015 年度の英語による授業のみで修了できる研究科数：247 研究科／3114 研究科（国公私立大学）（文部科学省調
べ）。 

84 Top10％補正論文数における国際共著論文数の変化（1998 年～2000 年から 2013 年～2015 年の増加率（整数カウン
ト））：日本 2.1 倍、米国 2.7 倍、フランス 2.7 倍、ドイツ 2.9 倍、イギリス 3.1 倍、中国 14.8 倍（「科学研究のベン
チマーキング 2017」を基に内閣府（科技）において算出）。 

85 2014年度採用人数：1,257人（文部科学省調べ）。 
86 「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（2013年６月閣議決定）で設定。なお、ランキング入りのみを目的化するのでは
なく、ランキング入りを目指すことを通じて研究力等の向上を図ることが重要であることに留意。 
国別のランクイン大学数では、例えば、イギリスの Times Higher Education誌による「World University Rankings 

2018」（2017年９月５日発表）にランクインした全 1102校のうち、日本の大学は 89校（うち、トップ 100は２校）で
あり、米国、イギリスに次いで世界第３位。 
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〇目標達成に向けた主な課題及び今後の方向性 

・研究大学や国研を中核としたイノベーション・エコシステムの構築には、大学等の経

営環境、人事の硬直化・高齢化、研究生産性、ボーダレスな挑戦（国際化、大型産学

連携）等に関する「壁」が存在 

・これらを打ち破る改革を断行し、大学等の経営環境の抜本的な改善を図るとともに、

若手の活躍促進、人材の流動性向上、産学連携等による外部資金の拡大を実現 

・大学等のミッション、得意分野などの個性や特色に応じた戦略経営を実行するための

基盤を確保し、学術的な価値やイノベーションの創出において世界と競争できる組織

へと転換 

 

① イノベーションにおける大学改革等の必要性・重要性 

イノベーションを巡る世界的競争が激化する中、我が国の大学改革や研究力強化策は

相対的に立ち遅れつつあるとの指摘がなされている。 

我が国がグローバル競争に打ち勝ち、イノベーションによる持続的成長を実現するた

めには、破壊的ともいえる画期的な科学技術イノベーションを生み出す場である大学に

活力を与えることが必要である。そのためには、国際的な視座から、研究生産性の向上

や新領域への挑戦を促すため、研究大学を中心として、経営環境・人事柔軟性・研究生

産性・ボーダレスな挑戦等の「壁」を打ち破る抜本改革を断行し、イノベーション・エ

コシステムを構築することが不可避かつ喫緊の課題である。 

我が国の社会構造が急速に変化し、基礎研究がビジネスやイノベーションにも直結す

るようになる中で、大学は、改革を通じて、アカデミアとしての根源的な教育研究機能

を一層強化し、イノベーションを生み出す礎となる「知」とそれを担う人材を社会へと

継続的に供給していくことで、官民だけでは対応できない社会的課題を解決し、社会の

活力や成長の持続性を生み出すことが期待されている。 

また、大学改革で求められる諸課題は、産と学の橋渡し役を担う国研にも共通すると

ころがあり、国研改革もまた大学改革と同時並行で、各国研の特性に応じて進めていく

ことが重要である。 

 

② 現状認識 

ⅰ）経営環境の壁 

国立大学は法人化以後も民間資金等の獲得が少なく国費による運営の依存度が高

いなど、財源の多様化が十分図られておらず、欧米の有力研究大学に比べ経営基盤が

弱い。また、経営人材も不足している。国立大学の経営基盤を強化し経営環境の改善

を図るためには運営費交付金以外の財源の獲得や大学資産の活用を促進するととも

に、経営と教育研究の適切な機能分担が不可欠である。 

ⅱ）人事の硬直化・高齢化の壁 

 運営費交付金が減額する中、競争的研究費は増加しており、大学の事業費は拡大し

ている。各大学では任期無しポストの新規採用を抑制すると同時に、社会全体の動向

を受けた定年延長が行われてきた。その結果、教員数が増加している中で、40歳未満

の若手教員の割合が低下し、中堅・シニア教員の割合が高まり、任期付き教員の比率

も高まっている。研究環境の活性化のためには、研究者の流動性の向上と年齢にとら
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われない適材適所の配置、業績に応じた処遇の徹底が必要である。 

ⅲ）研究生産性の壁 

欧米先進国に比べて、我が国では、質の高い論文を１本産出するためのコストが高

く、研究生産性が低いとの指摘がある87。欧米先進諸国、中国、韓国等が論文数や高被

引用度論文数を大きく伸ばす中、近年、我が国の総論文数やサイエンスマップにおけ

る国際的に注目を集めている研究領域への参画数は伸び悩んでおり、相対的な地位が

低下している。また、大学の研究者数は欧米先進諸国と比べて遜色ないが、大学教員

が学生への教育、診療活動等に充てる時間割合が増加した結果、保健分野の助教等を

始めとして研究に充てる時間割合が減少傾向にあるとも指摘されている。 

ⅳ）ボーダレスな挑戦（国際化、大型産学連携）の壁 

研究における国際通用性を高める上では、国境を越えた人材の流動や共同研究、大

学や研究機関による産業界と連携した研究開発を活性化させることが必要である。 

2000年前後から我が国の Top10％補正論文数のシェアは急速に低下しており、その

原因の一つとして、国際共著論文数が他国と比べて少ないことも指摘されている。さ

らに、研究者の国境間移動・国際共著論文の量と、生産される論文の質に相関がある

との分析88もある。 

また、大学や国研における研究を発展させ、イノベーションにつなげていくために

は産学連携の更なる促進が必要である。これまでも我が国ではＴＬＯ法89の制定を含

め様々な産学官連携の推進方策が講じられ、我が国の産学連携活動は徐々に拡大して

きた。しかしながら、海外との比較においては我が国の技術移転件数・金額は依然と

して不十分であり90、共同研究についても、多くは大学の教員等と企業の研究者との

個人的な関係を基盤として実施され、１件当たりの研究費受入額が少額91であるなど、

大学と企業の「組織」対「組織」による大型の産学連携を進めるための体制整備が不

十分である。 

 

③ 今後の方向性及び具体的に講ずる主要施策 

大学改革を実行するため、ガバナンスと経営基盤を強化することで経営環境の抜本的

な改善を行うとともに、業績に応じた処遇の実現と年俸制の導入により若手の活躍促進

と人材流動性の向上を図る。さらに、若手による研究や挑戦的な研究の奨励による研究

生産性の向上に加え、人材・研究の国際化と産学連携の推進によるボーダレスな挑戦の

推進により、持続的なイノベーションの創出を促進する。 

ⅰ）経営環境の改善 

○ 大学改革を断行してイノベーション・エコシステムを構築するため、改革の要と

                                                   
87 Elsevier社「INTERNATIONAL COMPARATIVE PERFORMANCE OF THE UK RESEARCH BASE, 2016」（2017年 10月）。なお、

研究生産性の検討においては、研究費投入と論文産出・公表のタイミングの違いや、特に国際比較の際は、研究開発費

や研究者数の各国での算出方法の違い、研究の性格や機器の内外価格差の違いなどに留意する必要がある。 
88 Caroline S. Wagner & Koen Jonkers, “Open countries have strong science.”, Nature, No.7674, pp.32-33, 

2017。 
89 大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律（平成 10年法律第 52号） 
90 日米の大学・公的研究機関における 2015年度のライセンス件数と収入：日本（継続中の件数；7,556件、新規件数；

2,846件、収入を生じた件数；5,224件、ライセンス収入金額；約 43億円、１件当たり収入金額；80.6万円）、米国（継

続中の件数；44,902 件、新規件数；7,942 件、収入を生じた件数 20,393 件、ライセンス収入金額；2,520 百万ドル、

１件当たり収入金額；12.4万ドル）（ＵＮＩＴＴ「大学技術移転サーベイ 大学知的財産年報 2016年度版」より引用）。 
91 2016年度における共同研究のうち、約 85％は 300万円未満である（文部科学省調べ）。 
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なる学長のリーダーシップに基づくガバナンスを強化するとともに、財源の多様化

や大学の連携・再編など、経営基盤の強化と効率的な経営を推進する。 

【内閣官房、科技、総、文、厚、農、経、国、環、防】 

＜大学連携・再編の推進＞ 

・文部科学省は、2019 年度中に国立大学法人法92を改正し国立大学の一法人複数国

立大学経営を可能化するとともに93、経営に課題のある大学の救済とならないよ

う配意しつつ、国公私の枠組みを越えて大学等の連携や機能分担を促進する「大

学等連携推進法人（仮称）」制度の創設を検討（18歳人口が減少する中、限られた

資源を効率的に活用するため、大学等の連携・再編を促進） 

＜大学ガバナンスコードの策定＞ 

・内閣府（科技）及び文部科学省の協力の下、国立大学等の関係者は、大学ガバナ

ンスコードを 2019年度中に策定（大学がトップのリーダーシップの下、戦略的な

経営資源の獲得と配分を可能とする組織へと変革） 

＜「大学改革支援産学官フォーラム（仮称）」の設置＞ 

・内閣府（科技）及び文部科学省の支援の下、大学関係者は、大学改革・経営に携

わる当事者94間の「横の連携」を強化・組織化する場を 2019年度中に設置（各大

学における経営課題やその解決策などの意見交換・情報共有の場を設け、好事例

の水平展開、各大学の経営層の育成を実施） 

・併せて、「大学版ＩＲ」の促進（大学の経営や教育研究に関するデータベースの標

準化を図り、大学が有するシーズを可視化することにより、産業界に対する大学

の魅力のＰＲを促進） 

＜国立大学経営改革促進事業等による大学の機能強化＞ 

・内閣府（科技）及び文部科学省は、国立大学経営改革促進事業その他の関連事業

により、学長裁量経費と併せて、スピード感ある経営改革を行う意欲的・先進的

な取組の支援を 2018 年度から開始（学長のリーダーシップによる経営改革の実

行を支援し、大学の機能強化を一層促進） 

＜国立大学法人における外部理事を複数登用する法人数の増加＞ 

・外部理事を複数登用する場合には法定の理事の員数にとらわれないようにするこ

とを 2019年度中に国立大学法人法の改正により規定 

＜国立大学の財源の多様化＞ 

・共同利用可能な財務会計・人事給与システム導入等による競争的研究費や民間か

らの共同・受託研究費の間接経費の使途の明確化とその導入の徹底95を行うとと

もに、産業界等からの資金（直接経費、間接経費のほか、産業界の合意を得た上

で産学連携に係る活動の充実強化に必要な経費を含む。）や寄付金の受入れ、戦略

的な施設マネジメント等による大学資産の有効活用を促進 

                                                   
92 平成 15年法律第 112号 
93 現在、国立大学法人法では一法人一大学とされている。 
94 国立大学法人の経営層（学長、プロボスト等）、外部理事、経営協議会学外委員等。 
95 公費については、競争的研究費の間接経費等を必要な審査の上、最大 30％とする措置を 2016年度から試行的に実施

し、2018年度より本格実施。民間資金についても、産学連携（共同研究・受託研究）に係る間接経費等において、個々

の事情を勘案して必要な経費の措置に努める。 
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＜民間資金獲得等のための仕組みの導入96＞ 

・研究大学を中心とした国立大学に対し、民間資金の獲得等に応じ、評価を通じた

運営費交付金の配分のメリハリ付け等によるインセンティブの仕組みについて

2018年中に検討し、早急に試行的導入（民間資金等の獲得を飛躍的に促進するこ

とで経営基盤を強化し、大学等の特性に応じて民間資金を呼び込むことで、外部

資金割合の増加による運営費交付金依存度の低減を図る） 

ⅱ）人材流動性の向上・若手の活躍機会創出 

○ 若手研究者の活躍機会の創出、人材の流動性の向上、教員のモチベーションの向

上及び国立大学の機能強化のため、年俸制の導入や厳格な業績評価に基づく処遇を

始め、様々な取組の併用により人事給与マネジメント改革を効果的・積極的に進め

る。                  【科技、文】 

＜年俸制の導入拡大等の人事給与マネジメント改革の促進＞ 

・厳格な業績評価に基づく給与水準の決定の仕組みによる年俸制97の完全導入を目

指し、国立大学の新規採用教員は原則導入、一定年齢以上の在職シニア教員への

導入についても大胆に加速を図り、国立大学の教員について当該年俸制を段階的

に拡大 

・その上で、国立大学は、若手教員に対して、研究教育意欲の向上や能力開発・発

揮に資するよう、学長裁量経費98等を適切に配分 

・併せて、国立大学は、教員の多様化のために、女性、外国人、外部人材の登用を

促進 

・文部科学省は、内閣府（科技）と協議し、年俸制の導入を始めとする人事給与マ

ネジメント改革99を促進するため、2019 年度100から国立大学法人運営費交付金の

機能強化再配分101や学長裁量経費に関する評価に、各国立大学における人事給与

マネジメント改革の進捗等を反映 

・内閣府（科技）及び文部科学省は、国立大学法人第三期中期目標期間中に、年俸

制導入の効果や業績評価の状況等を始め人事給与マネジメント改革の進捗状況を

定期的に検証、公表し、必要に応じて改善 

＜シニア教員の流動性向上＞ 

・国立大学は、シニア教員の流動化を加速するため、上記年俸制の導入促進に併せ、

厳格な業績評価に基づく処遇とともに、教員年齢構成の適正化が図られるよう、

在職期間の長期化により当然に処遇が有利になることのない仕組み102を整備 

                                                   
96  我が国の大学等の特性に応じ、産学連携（共同研究、受託研究）や寄附、資産活用等とも連動した仕組みを検討。 
97 厳格な評価に基づく業績給が設定されている年額ベースの給与制度であって、退職手当の分割・前払いを伴わない

ものも含む。なお、退職手当を伴うものであっても、在職期間の長期化により必ずしも処遇が有利になることとはなら

ないものとする。 
98 2018年度予算において、国立大学法人運営交付金の中で約 400億円を計上。 
99 シニア教員の流動性向上も含む。 
100 国立大学法人第三期中期目標期間の下半期（2019年度～2021年度）で、当該年俸制の導入を含む人事給与マネジメ

ント改革の取組状況を検証し、第四期中期目標期間（2022年度～2027年度）における各国立大学法人の中期計画には

人事給与マネジメント改革を位置付ける。 
101 国立大学法人第三期中期目標期間（2016年度～2021年度までの６年間）においては、各国立大学の運営費交付金か

ら拠出された財源（これまで毎年約 100億円）を評価結果に基づいて再配分しており、2018年度までの３年間で約 300

億円が大学の「基幹経費」から「機能強化経費」に移行。 
102 例えば、退職手当の在り方の見直し、任期制の導入、国家公務員の定年の引き上げに関する検討動向等を反映した

給与水準の見直し等。 
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・内閣府（科技）及び文部科学省は、各国立大学における上記取組状況を定期的に

検証・評価 

＜クロスアポイントメント制度の積極的な活用＞ 

・国立大学は、外部資金確保の重要なツールとして、民間企業や海外教育研究機関

とのクロスアポイントメントを積極的に行い、こうした民間企業等からの資金を

柔軟に活用して、クロスアポイントメントを実施する教員に対して給与面でのイ

ンセンティブを付与 

ⅲ）研究生産性の向上 

○ 競争的研究費の一体的な見直し、独創性や分野横断的な俯瞰
ふ か ん

力を備えた人材の育

成等を行うことで、若手研究者による研究や新興・融合領域の開拓に資する挑戦的

な研究を奨励するとともに、多様な外部資金を活用して研究者を雑務から解放し、

研究に専念できる環境を整備する。 

【内閣官房、科技、食品、総、文、厚、農、経、国、環、防】 

＜競争的研究費103の一体的な見直し＞ 

・文部科学省等の関係府省庁において競争的研究費全体について若手研究者の支援

に重点化するとともに、新興・融合領域の開拓に資する挑戦的な研究を促進 

（ア）科研費において、大型種目から若手研究者を中心とした種目への重点化等の

配分の見直しを推進 

（イ）ＪＳＴ戦略的創造研究推進事業において、若手研究者への支援や、新興・融

合領域の開拓に資する挑戦的な研究を充実するとともに、大括
くく

りのビジョンの

下で継続性を持って戦略目標を設定104 

（ウ）産学連携や社会・産業ニーズに対応した出口指向の事業について、他府省の

関連事業との連携を推進 

（エ）競争的研究費の各制度（（ア）・（イ）以外）について、若手の育成や支援を重

視した仕組みの導入や充実を検討105 

（オ）プロジェクト型の競争的研究費で雇用される若手等が、プロジェクト以外の

研究活動を行う際の要件等についての考え方を整理106 

＜研究力向上に向けたリソースの重点投下・制度改革＞ 

・文部科学省は、研究生産性の高い事業等について、若手研究者を中心としたリソ

ースの重点投下・制度改革、共同利用・共同研究体制の強化等を内容とする研究

力向上加速プランを実施107 

＜若手研究者育成の強化＞ 

・文部科学省は、若手研究者等が、競争的な環境の下、腰を据えて研究に取り組み、

自身のキャリアを構築できるよう、「卓越研究員事業」の実施状況を踏まえ、活躍

                                                   
103 大学、研発等において、省庁等の公募により競争的に獲得される経費のうち、研究に係るもの（「第３期科学技術

基本計画」（2006年３月閣議決定）に規定する「競争的資金」を含む。）。 
104 目指すべき社会像を示したビジョンの下で、新興・融合領域の開拓に資する重点分野を設定。 
105 若手研究者向け研究費の設定や、評価時に若手研究者からの提案を加点要素として考慮等。 
106 国のプロジェクトで雇用されているポスドク等が、所属する大学等において当該プロジェクト以外の研究を行うこ

とを可能とする場合の要件や、競争的研究費の使い勝手の改善に関する基準等を明確化。 
107 具体的には、前記（ア）（イ）の取組に加え、研究能力の向上及び研究者ネットワークの構築にも資する海外特別研

究員事業の拡充や、大学共同利用機関の新分野創生・異分野融合やイノベーションの創出等に向けた機能強化、大学

の共同利用・共同研究拠点の評価に基づく改革の推進や国際共同利用・共同研究拠点の創設等を行う。 
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の場の確保や自立的な研究環境を整備 

＜リサーチアドミニストレーターの質的充実＞ 

・文部科学省及び関係団体は、2019年度からリサーチアドミニストレーター108の実

務能力に関する質保証制度の構築に向けた制度設計・試行に係る調査研究を推進 

＜独創性と分野横断的な俯瞰
ふ か ん

力を備えた人材の育成＞ 

・文部科学省は、2019年度から学部横断的な人材育成が機動的に実施されるよう「学

部等の組織の枠を超えた学位プログラム」109を制度上位置付け 

・文部科学省は、企業との連携等による高度な教育研究プログラムを構築する「卓

越大学院プログラム」において、学内資源の重点化に加え、企業等からの外部資

金等を活用しつつ、俯瞰
ふ か ん

力、独創力と高度な専門性を備えた課題解決型人材を育

成（教育研究面で我が国のイノベーションを牽引する優れた大学院を強化） 

＜研究施設・設備等の整備・共用の促進＞ 

・文部科学省において、大学・研究機関等の先端的な研究施設・設備・機器等の整

備・共用を進めつつ、周辺の大学や企業等が研究施設等を相互に活用するための

ネットワークの構築を推進（産学官連携を支え研究開発投資効果を最大化） 

＜研究現場の活動の実態把握・分析＞ 

・文部科学省は、2019年度から研究環境（研究時間、研究資金、研究体制、研究マ

ネジメント）等の特徴を調査し、研究成果（論文数等）への影響の体系的な把握

分析を実施（成果を上げている研究環境の特徴を把握・普及） 

ⅳ）ボーダレスな挑戦（国際化、大型産学連携） 

○ 国境や産学官といった垣根を越えて、幅広い知識、視点、発想等に基づきイノベ

ーションを継続的に生み出していくため、人材・研究の両面から徹底的な国際化と

産学官連携の推進を行う。 【科技、総、外、文、厚、農、経、国、環】 

＜研究者の国境を越えた挑戦の推進＞ 

・文部科学省は、ジョイント・ディグリー110、ダブル・ディグリー111の活用促進等を

通じた国際的視野に富む研究者の育成及び海外への送り込みを推進112するととも

に、そうした人材の雇用促進等を通じて国際的な人材の流動性を確保（世界の知

を取り込み、グローバルな視点や発想に基づく国際通用性のある研究を促進） 

＜グローバルな競争を勝ち抜くための海外企業等との連携の強化＞ 

・内閣府（科技）は、海外資金獲得増大に資する海外ファンドの獲得や、我が国の

大学・国研と外国企業との共同研究に関し、安全保障貿易管理等に配慮しつつ、

課題や解決策の方向性等を検討し、外国企業との連携に係るガイドラインを 2019

年度に策定（我が国の大学や国研等が外国企業に戦略的に対応することによって、

我が国の国際競争力を強化） 

                                                   
108 研究力強化、研究環境充実等を担う。 
109 大学の学部等の資源を結集して機動的に学部横断的な教育課程を編成することや、大学全体の教学マネジメントの

改善やカリキュラム革新の促進も期待。 
110 連携する大学間で開設された単一の共同の教育プログラムを学生が修了した際に、当該連携する複数の大学が共同

で単一の学位を授与するもの。 
111 複数の連携する大学間において、各大学が開設した同じ学位レベルの教育プログラムを、学生が修了し、各大学の

卒業要件を満たした際に、各大学がそれぞれ当該学生に対し学位を授与するもの。 
112 国際的な人材流動性の向上に向けた課題や解決策の方向性等の明確化や外国大学とのジョイント・ディグリー、ダ

ブル・ディグリーの活用促進等による博士号取得の拡大等。 
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＜オープンイノベーションの推進＞ 

・文部科学省は、企業の事業戦略に深く関わる大型共同研究の集中的なマネジメン

トを目指すオープンイノベーション機構の整備を推進113（大学における産学連携

マネジメント体制を強化） 

＜産業界との連携による施策効果の最大化＞ 

・文部科学省及び経済産業省は、「産学官連携による共同研究強化のためのガイドラ

イン」を踏まえた全国の国公私立大学を対象としたファクトブックを、2018年度

中に充実化するなど、大学等が有する技術シーズの見える化等を推進 

・産業界は、大学等とのコンソーシアムを通じて人材育成に関するニーズ・課題・

ノウハウ等を共有するとともに、奨学金や産学共同研究の充実等を通じた博士課

程学生の人材育成に協力することで、博士号取得者の積極採用を推進 

・文部科学省は、2019年度より大学、産業界、ＴＬＯのネットワーク強化を図るな

ど、イノベーションマネジメントハブ（仮称）の形成に向けた取組を通じて大学

研究成果の効果的な技術移転活動を推進 

                                                   
113 「組織」対「組織」による大型共同研究など、本格的な産学連携を推進するため、競争領域を中心とした大型共同

研究のマネジメントを可能とする体制の構築や、優れた研究者の研究領域や学部等を横断した組織化を推進。 


